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特集 2／ニューエコノミーへの多様な道
コメント
千葉大学法経学部助教授　　
水島　治郎
水島でございます。私は主としてアーベルスハウザー氏へのコメントを述べ
たいと思いますが、本日お伺いしましたお三方の発表につきましても、感想を
最後のほうでお話させていただきます。本日のセッションではニューエコノミー
というテーマを軸に、ドイツ、日本、アメリカの様々な形態が扱われ、しかも
それが最後に倉阪先生によって持続可能性の問題に結び付けられて論じられま
したので、そのあたりの話についても述べさせていただければと思っております。
１．｢ 守勢に立つ ｣ドイツ経済？
それではまず、アーベルスハウザー先生の報告全体に対するコメントを述
べたいと思います。先生の発表において詳細に示されましたように、現在ド
イツは一種の文化闘争のさなかにある、そしてアメリカ的な市場経済と、ヨー
ロッパ特有のライン資本主義、ないしは団体調整的市場経済（korporative 
Marktgesellschaft）が、ドイツを舞台として闘争されている、その行方はわ
からないけれども、攻勢に立っているのはアメリカであって、舞台がドイツで
あるということから、ドイツがどちらかというと守勢にたっているということ
かと思います。
ただ、ヨーロッパ比較政治を研究しつつ、特にオランダと周辺諸国について
研究してきた私の立場からは、｢ 守勢に立つドイツ ｣とは違ったイメージがあ
ることも確かです。なぜなら、ヨーロッパレベルでみれば、このライン資本主
義、あるいはドイツ型の資本主義は、守勢に立っているというより、むしろ
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この 20年間のグローバリゼーションやヨーロッパ統合という経済環境の激変
の中で、極めてうまく適合してきた。むしろ、他の国々のモデルを駆逐しつつ、
拡大してきたと言えるのではないか、と考えられるからです。そして、グロー
バリゼーションや EU統合、またニューエコノミーの到来という新しい時代状
況のもとで、少なくともヨーロッパ的なコンテクストにおいては、ライン資本
主義というあり方は比較優位を持ってきたのではないか、と考えております。
このことを、他の大陸ヨーロッパの大国であるフランスやイタリアと比較し
つつ、具体的に考えてみます。
まず、フランスです。フランスではご承知のように戦後、国家が経済に積極
的に介入するエタティスムとよばれる経済運営が行われ、経済計画を軸として
国家が経済成長を直接主導していく方式がとられてきました。そしてその際に
は、インフレーションや通貨の切下げを許容する、拡張政策的な政策が採られ
てきました。通貨価値の安定を犠牲にして経済成長や雇用確保を優先してきた
わけです。しかしながら、この戦後フランス型の国家介入による経済計画、拡
張政策というありかたは 80年代以降、非常に強い外部からのプレッシャーに
さらされ、根本的な変化を余儀なくされます。詳細な事実は省きますが、80
年代以降のフランスでは、民間企業の国有化や、ケインズ主義的財政政策によ
る経済成長という路線を、グローバリゼーションおよびヨーロッパ通貨統合の
中で放棄せざるをえなくなる。むしろ金融自由化路線にもとづき、通貨安定に
軌道を切り替えざるをえない。従来のようにインフレを許容し、通貨の切下げ
によって国際競争力の回復を図るといった方式はもはや過去のものとなります。
まさに 80年代以降のフランスは、それまでのエタティスム的なフランスとは
大きく違う、市場重視の路線に転換していったのです。
次にイタリアです。イタリアも 1980年代頃まで、独自の政治経済体制が形
成されてきた国です。その一つの特徴がクライエンテリズムです。このクライ
エンテリズムと申しますのは、与党、特にキリスト教民主党のボスが様々な部
下、クライエントを各地に張り巡らせて、公共事業などの財政資源を配分する
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のと引き換えに、票や政治資金などを獲得していくシステムです。この国内中
に張り巡らされたクライエンテリズムのシステムが、戦後のイタリアの政治と
経済を強く規定してきました。具体的には、巨大な公営企業群や南部開発―
イタリアでは経済発展の遅れた南部の問題が 19世紀以来政治課題の一つと
なってきました―がクライエンテリズムの舞台となり、巨額のお金がつぎ込
まれてきました。その結果、イタリアでは財政支出を求める与党の圧力のもと
で、恒常的な財政赤字が積み重ねられ、インフレもはなはだしく進行していま
した。ユーロ導入前のイタリアに行かれたことのある方は、何十万リラという
巨額に見える額も日本円にしたらたいした金額ではなかった、という経験をお
持ちだと思います。
しかしながらこのイタリアも、1980年代後半以降、特に 90年代にかけて
グローバリゼーションおよびヨーロッパ統合の圧力の下で、従来のようなクラ
イエンテリズムや、財政赤字とインフレの悪循環といったあり方から決別を余
儀なくされます。特に通貨統合への参加の問題は決定的でした。もし従来のあ
りかたを続けていたら、インフレや財政赤字に厳しい基準を課す EMUには加
入することが出来ない。他方でヨーロッパ通貨同盟への参加は、イタリアが ｢
ヨーロッパ ｣にとどまる上で必須である、との見方はイタリアでは一般的でし
た。その大きな転換の中で、従来の与党であったキリスト教民主党は無残にも
解体し、以後公営企業のリストラといった改革が進められています。
その結果、この 20年ほどを見るかぎり、ドイツ以外の大陸ヨーロッパの大
国である、フランス・イタリアの両国において、グローバル化やヨーロッパ統
合の圧力のもと、従来の政治経済体制が根本的な変革を迫られ、戦後体制が崩
れ去った、ということがわかります。ところがこのような変化を見たうえで、
再びドイツを見ますと、ドイツにおいてはフランスやイタリアのような根本的
な変革を強いられることがなかった、ということが際立ってきます。もちろん
現在のドイツ、90年代以降のドイツにおいては、年金改革の問題をはじめと
して様々な問題があり、改革が進められていることは事実ですが、しかしそれ
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らの多くは漸進的な改革であり、フランスやイタリアにおけるような、政治経
済体制全体のひっくり返るような変化は生じていません。それどころか、特に
金融政策を見れば明らかですが、むしろ現在のヨーロッパにおいては、ドイツ
の従来の金融政策、すなわちブンデスバンクの通貨安定路線がヨーロッパ中央
銀行の路線に見事に引き継がれている。フランスやイタリアは、ヨーロッパ化
のために血のにじむような努力をして体制を変革したのに対して、ドイツの場
合は、ドイツをヨーロッパに合わせていくための根本的な変革は必要なかった
ばかりか、場合によってはヨーロッパをドイツに合わせていく、ヨーロッパの
「ドイツ化」という現象さえあるわけです。自分が変わるのではなく、相手を
自分の方にひきつけて変えていった、とさえいえるのです。
２．ドイツにおける ｢ 国家と社会の分離 ｣と非国家主体の役割
それではなぜ、ドイツとフランス・イタリアはこれほど明暗が分かれたので
しょうか。私が考えたのは、戦後のドイツにおきまして、フランス･イタリア
と異なり、国家と社会がある程度分離していたことがその背景にあった、これ
がグローバリゼーションや EU統合の圧力の下で、むしろ柔軟な対応を可能と
したといえるのではないか、ということです。国家と社会が分離していたとい
うのは、具体的にいえば国家が経済社会に対して直接介入することを控えてき
たということを意味します。ドイツにおいては、例えばフランスにおける巨大
な国営企業であるとか、イタリアにおけるような広がりを持つ公共企業体は存
在せず、国営企業・公営企業の存在感は元々薄いものがありました。戦後の経
済成長の中で、経済の主体は基本的には民間企業でした。また、様々な経済社
会の問題に関しては労働組合や使用者団体といった労使団体、すなわち非国家
主体、国家ではない主体の役割が非常に大きかった。まさにこの非国家主体が、
本日も議論されている、団体調整的市場経済の軸となったのです。
またドイツにおいては、通貨政策や金融政策で通貨価値の安定を重視するこ
とが、戦後一貫した政策目標となってきました。国家が経済に過度に介入して、
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インフレを伴う拡張政策をとる、といったことは手控えられてきました。そし
てこの結果ドイツでは、歴史的に形成されてきた国家と社会の分離状況のもと
で、フランスやイタリアにおいてグローバル化・ヨーロッパ統合の圧力のもと
で強いられたような、国営企業の大規模な民営化であるとか、財政健全化のた
めのゴリゴリの財政支出削減といった様々なドラスティックな改革をする必要
が少なかったのです。そもそもドイツにおきましては、産業別に労使交渉が行
なわれ、これが非常に重要な役割を果たしている。また、ドイツには企業内部
での共同決定制度というものも存在する。ドイツの経済のガバナンスの中心に
は、このような産業別の労使交渉や企業内の共同決定制度といったドイツ的な
制度があるわけですが、まさにそれが非国家的な主体によって担われてきたが
ゆえに、国家と社会の分離を要求するヨーロッパ統合、グローバリゼーション
の中でも、ほぼ無傷で残っていると私には見えるわけであります。
このような、国家と社会が一定程度分離することによってグローバリゼー
ション、ヨーロッパ統合への対応を可能としたライン資本主義というものは、
じつはドイツのみのものではありません。その一つの典型が、オランダであり
ます。私はオランダを専門としていますが、このオランダもドイツと同じよう
なライン資本主義の典型です。このオランダに関しては近年、オランダモデル
などという言い方で、日本でも紹介されておりますので詳しい説明は省きま
すが、基本的にこのオランダにおきましても、財政赤字の削減、労働コストの
抑制による国際競争力の強化といった改革は、ヨーロッパ統合、特に通貨統合
が 90年代に進む以前に、政労使の協調の下で進められてきました。非国家主
体である労使を軸とする、柔軟なガバナンスがあったわけです。その結果、オ
ランダにおいてもドイツと同様、80年代から 90年代にかけて血のにじむよう
なドラスティックな改革をする必要はなかった。通貨統合の基準も難なくクリ
ヤーしていったのです。
以上をまとめますと、ライン資本主義とは基本的に非国家的主体が重要な役
割を果たす政治経済体制のことであるが、それがゆえにグローバル化やヨー
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ロッパ統合の下でも柔軟に存続しており、パフォーマンスも良好である。その
ことを考えれば、アメリカ型資本主義に対して、必ずしも容易に白旗を揚げて
しまうような体制ではないのではないか、むしろ非国家主体が柔軟に変化に対
応していく体制でないか、と私は考えるのです。
本日のテーマは現代の文化闘争についてですが、ここで、かつて 19世紀に
戦われた本家の文化闘争のことを思い返してみましょう。あの文化闘争におい
て、当初はビスマルクが、マイノリティであるカトリックを政治的社会的に圧
倒し、まさに踏み潰して圧勝するかと思われていました。しかしこの文化闘
争では、ドイツのカトリックが執拗に抵抗したため、結局、ビスマルクはカト
リックと妥協せざるをえなかった。その歴史を思い起こします。そうだとすれ
ば、軍事力･政治力を背景に圧倒的に見える、ヨーロッパを踏み潰すかに見え
るアメリカ型資本主義に対して、実はおそらくライン資本主義はしたたかな抵
抗を見せて、最後には妥協に持ち込むのではないか、そのような印象を文化闘
争（Kulturkampf）という、アーベルスハウザー氏の講演のタイトル見たと
きに思ったのです。これでアーベルスハウザー氏へのコメントを終えます。
３．失業と二極分化の問題
あとは短いコメントをさせていただきます。次のコメントは、アーベルスハ
ウザー氏の講演と、秋元先生のお話を聞いたときに、おそらくここにいらっしゃ
る皆様の多くが、両者の主張の間に一種のズレを感じたのではないかと思いま
すので、その点についてです。　　
まずアーベルスハウザー氏の議論では、ドイツにおける失業というものは、
むしろドイツにおける熟練労働、専門職労働者の少なさによるものである。ド
イツ経済の弱みではなく、むしろ強みであるということが主張されており、こ
の 3分の 1の非熟練労働者の部分をきちんと熟練労働に格上げすれば失業問
題というのは解決するというようなお話をしていたかと思います。他方で秋元
先生のお話は、むしろニューエコノミーの下における労働者というのは、基本
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的には一部のハイスキルワーカーの高収入の人々と、多数の不安定な職、低賃
金で働かされる人々の、言ってみれば二極分化をもたらすものでないかという
ものです。以上の二つのイメージは、かなり違うものになります。
私の印象は、アーベルスハウザー氏は失業問題の原因を「非熟練労働者の多
さ」に求めているが、慢性的失業の背景には、より構造的な問題があるのでは
ないか、というものです。具体的には、ドイツにしても他の大陸ヨーロッパ諸
国にしてもそうですが、雇用全般がかなり縮小していることがあります。
例えば、西ヨーロッパ諸国では近年、中東欧の EU加盟を受けて、工場の
立地をどんどんポーランドや、特にチェコ、ハンガリーなど、労働賃金が安い
ところに移す傾向があり、特に国境を接するドイツではかなり圧力は強い。そ
の結果国内の雇用全般が縮小する中で、ドイツでたとえ教育を施して専門職
（Facharbeiter）を増やしたとしても、それで失業を吸収できるかどうかは疑
問である、といわざるをえません。
他方で、では秋元先生が描かれたような、アメリカ型の一部のハイスキルワー
カーで安定した職を持った人々と、多数のワーキングプアの人々に分かれるの
が必然かどうかという点についても、必ずしも断定はできません。対処する方
法が全くない訳でもない、と考えております。ここでオランダの例をみてみま
しょう。
オランダでは、ドイツと似たような状況にありながら、近年雇用の拡大が可
能になっています。その背景の一つに、パートタイム労働の増加があります。
しかもオランダの場合、パートタイム労働がアメリカのようなすぐ切って捨て
られる、手軽な、企業側にとっては使い勝手の良い労働力というものとはやや
違います。オランダの場合、パートタイム労働の保護立法がここ 10年で非常
に進んでおりまして、給与や様々な雇用保障において、フルタイム労働とほぼ
均等の権利が認められています。その結果オランダにおいては、パートタイム
労働が柔軟かつ保護された労働形態ということで労働者 (特に女性 )にも選好
され、雇用が拡大しているわけです。このような方法を用いれば、不安定なワー
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キングプアの大量出現というのは防げるのではないか。グローバリゼーション
による社会の二極分化というのは、一見必然のように見えますが、実際にはか
なりの程度、政策的な配慮によって対応可能なのではないかと感じました。秋
元先生いかがでしょうか。
４．｢バッファー ｣のない日本
次に伊藤先生のご報告についてです。会場からもドイツと日本の戦後の比較
についての指摘がありましたが、伊藤先生が述べられたように、日本における
企業内関係の重要性に鑑みれば、やはり、非国家主体が経済の担い手として
基本的に活動してきたという点において、ドイツと日本は似ている、とも言え
るでしょう。ただ日本の場合、EU諸国のように EUというバッファーがなく、
グローバリゼーションにむき出しのままで立っているということが大きいので
はないか、と私は考えます。裸のままでグローバリゼーションにさらされると
同時に、アメリカというジャイアントと立ち向かう際にも、まさに裸であるわ
けです。その結果、伊藤先生がかなり詳しく述べておられるように、アメリカ
側がこう要求したら、それに対応するというかたちで、日本は二国間の様々な
交渉で非対称的な譲歩をひたすら迫られてきました。このような状況のもとで、
EUというバッファーを持つヨーロッパ諸国とは違って、日本の場合、特にア
メリカの要求が直接通ってしまう仕組みになっている、といえるのではないで
しょうか。
５．持続可能なニューエコノミーと団体調整的市場経済
最後に倉阪先生のご報告についてです。大変面白く拝聴しましたが、最後に
ライン資本主義との関連について言及されていたので、その点について私なり
に敷衍してみます。倉阪先生は発表の最後で、アメリカ型ではなくヨーロッパ
的な、ある程度の公的な関与があるあり方がいいのでは、というようなお話を
なさっていました。もちろんヨーロッパといっても、先ほどから申しておりま
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すように、かつてのフランス型のように非常に介入主義的なヨーロッパもあれ
ば、ドイツのように団体調整的なものもあるし、内実は多様です。ただ近年の
ヨーロッパは、今お話しましたように、団体調整型のドイツ・オランダ型のパ
ターンが比較的強くなっている。
それでは、この倉阪先生が述べたような持続可能性、環境に配慮した経済活
動を保証していくうえで、この団体調整的なガバナンス方式というのは適合的
といえるでしょうか。私はいえると思います。例えば、倉阪先生は自ら、千葉
大学の学内で、国際環境規格である ISO14001取得のために多大なエネルギー
を注いでこられましたが、この ISO14001というのは、各企業や団体が自ら
環境目標やルールを設定し、実行していく性格を持つ規格です。国や国際機関
が上から単一のルールを決め、それを逐一実施させるのではなく、企業や大学
などの各主体が、それぞれの状況に応じた現実的な目標を設定ながら実行に移
すものだと理解しています。
しかし考えてみれば、様々な企業や非国家主体がルールを決めつつそれを実
行していく、そしてまた自分たちでチェックをしていくというあり方は、ある
意味でこのドイツ･オランダ型の、団体調整的な市場経済モデルに適合的であ
る、といえるのではないでしょうか。そして実際、ISO14001やそれに類する
環境認証については、まさにこの団体調整的な側面が強い国、すなわちアジア
でいえば日本、ヨーロッパでいえばドイツの取得比率がかなり高い、というこ
とがあるのです。団体調整的な経済のあり方に慣れてきた国では、ISOのよ
うな国際規格を実行しうるガバナンスが形成されている、ともいえるでしょう。
そうだとするならば、持続可能なニューエコノミーは意外にもライン資本主義
と上手く接合しうるのではないか。むしろそれを具体的に考えて提言していく
のが我々の役目なのかもしれません。
コメントは以上です。
